
１．学校教育法の一部改正１．学校教育法の一部改正

① 大学等の教育研究等の状況を評価する認証評価において、当該教育研究等の状況が
大学評価基準に適合しているか否かの認定を義務付け【第109条第５項】

② 適合している旨の認定を受けられなかった大学等に対して、文部科学大臣が報告又
は資料の提出を要求【第109条第７項】 等

学校教育法等の一部を改正する法律案の概要

大学等の管理運営の改善等を図るため、大学等の教育研究等の状況を評価する
認証評価において当該教育研究等の状況が大学評価基準に適合しているか否かの
認定を行うこととするとともに、国立大学法人が設置する国立大学の学校教育法
上の学長の職務を行う大学総括理事の新設、学校法人の役員の職務及び責任に関
する規定の整備等の措置を講ずる。

２．国立大学法人法の一部改正２．国立大学法人法の一部改正

① 国立大学法人岐阜大学と国立大学法人名古屋大学を統合して国立大学法人東海国立
大学機構を創設、同機構が岐阜大学と名古屋大学を設置【別表第１】

② 国立大学法人が複数の大学を設置する場合その他管理運営体制の強化を図る特別の
事情がある場合には、学長選考会議の定めるところにより、設置する大学の学校教育
法上の学長の職務を行う大学総括理事を設置できることとすること【第10条第３項等】

③ 理事数が４人以上の国立大学法人は、理事に学外者を複数含めるものとすること
【第14条第２項】

④ 国立大学法人評価委員会は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構に認証評価
の結果を踏まえて国立大学法人評価を行うよう要請すること【第31条の3第２項】 等

４．独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法の一部改正４．独立行政法人大学改革支援・学位授与機構法の一部改正

① 国立大学法人等の運営基盤の強化を図るための情報収集・分析等を業務として追加
【第16条第１項】

② ２．④の要請があったときは、１．の認証評価の結果を踏まえて国立大学法人評価
を行うこと【第16条第３項】 等

３．私立学校法の一部改正３．私立学校法の一部改正

① 大学を設置する学校法人は、１．の認証評価の結果を踏まえて事業に関する中期的
な計画等を作成するものとすること【第45条の2第２項】
② 大学を設置する学校法人は、財務書類等を公表するものとすること【第63条の２】
③ 監事の牽制機能の強化等、役員の職務及び責任に関する規定の整備【第35条の２等】

等

平成32年４月１日（ただし、２．のうち国立大学法人岐阜大学と国立大学法人名古屋
大学の統合に係る準備行為等及び４．①に係る規定は、公布日）

施行期日

概 要

趣 旨

閣議決定等において、「人づくり革命」を進めるための方策として、
アクセス機会の確保と大学改革を一体的に進めることが位置づけ
られている。


